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Ⅰ. はじめに

  昨 今「 価 値 共 創 」（co-creation of value/
value co-creation）というコンセプトが，マー
ケティング，戦略論の分野を中心に広く注目
されつつある。「価値共創」が重視されるの
は，価値創造のプロセスの中心が，企業と顧
客，コラボレーターなどの関係者の相互交流

の中にあると考えられるからである（Prahalad 
and Ramaswamy, 2004）。また，サービスこ
そが顧客への提供価値であり，「モノ」は，
サービス提供の媒介・手段に過ぎないとして，
Vargo と Luschらによって提唱された「サー
ビス・ドミナント・ロジック（service-dominant
logic））という考え方も昨今影響力を増してい
るが（Vargo and Lusch, 2004; 2006; Lusch and
Vargo, 2006），これも，サービス価値を「企業
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要約
　本論文では，公文教育研究会を対象とした４つの研究を通して，価値共創におけるゴール変容に焦点
をあてるのと同時に，個人の文化的差異（分析的 - 包括的思考形式）の影響も定量化し，サービスグロー
バリゼーションにおける課題を指摘しながら，「顧客ゴール育成シナリオ」の提供の可能性について検討，
報告する。
　「短期的・具体的ゴール」と「長期的・抽象的ゴール」という多目的構造を同定し（研究１），これら
が短期（5 か月）でどの程度安定しているか，長期（数年単位）で動的に変容するかを，国内の縦断調
査（研究２）と横断調査（研究３）で明らかにした。その結果，5 か月程度の短期では大きく顧客ゴー
ルが変化しないことが縦断調査で示され，他方，数年単位の長期の継続により「短期的・具体的ゴール」
と「長期的・抽象的ゴール」がそれぞれ変化し，より「長期的・抽象的ゴール」を志向する可能性があ
ること，そして，目的志向性は強くなる傾向があることが，横断調査で示された。また，国内の縦断調
査と横断調査のいずれにおいても，個人の文化的差異（分析的 - 包括的思考形式）が顧客ゴールの差異
に関係することが定量的に把握できた。
　さらに，エキスパート・インタビュー（研究４）では，「顧客レベル（継続段階）」に合わせた提供価
値の変容を社内で共有，実現化のための取り組みをしていることが確認できた。
　以上より，本論文では今後，「顧客ゴール育成シナリオ」の提供が可能であることを示す。
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が一方的に顧客に提供するもの」ではなく，「両
者の相互作用を通して生み出されるもの」とし
て，価値共創の重要性を主張するものである。
 企業と顧客が価値共創を進めるための重要な
条件の一つに，既存顧客の長期維持・拡大があ
る。顧客によるサービスの反復的・継続的な購
買と使用，その間の企業と顧客との経時的接触
こそが，価値共創活動の機会を提供するからで
ある 1）。そして，この既存顧客の長期維持・拡
大は，直接的な収益の維持・拡大のため，新規
顧客獲得と並んでマーケティング上の目標の1
つにも掲げられる点でもある。
 こうした研究の流れと並行して，近年，注目
を集めている研究に，消費者行動と消費者の行
動目的，ゴールの関係についての研究がある。
消費者行動は目的志向（goal-oriented）であ
ることが知られ（Baumgarther and Pieteers, 
2008），Kopetz et al.（2011） は， 人 々 が 行
う多様な消費行動の理由には，それぞれ異な
る認知的なゴール・目標があることを理論モ
デルとして示した。また，消費者の動機付け

（motivation）や目標（Goal），それらを喚起す
るコンセプト（concept）に関する研究が，顧
客の購買行動，意思決定，商品選好やブランド
ロイヤルティなど，多側面から行われている

（Pieters andWedel, 2007; Buttman, Luce, and
Payne, 2008; Tam, Wood, and Ji, 2009）。こう
した研究の背景には，消費者の動機付けや目標・
ゴールそのものと，そのメカニズムを知り新規
顧客獲得と既存顧客の長期維持・拡大に役立て
るという実務的要請がある。
 しかし，もし顧客のゴールそのものが安定的
でなく，経時的に変容してしまうものであれ
ば，このゴールを利用することは難しい。先行

研究の一部では，選択行動における状況依存性
とゴールの不安定な性質を指摘するものもあ
り（Bargh, 1990；Bargh, et al., 2001; Fishbach 
and Ferguson, 2007; Kruglanski and Kopetz, 
2009a,2009b），個々の顧客へのアプローチに，
ゴール利用が有効でない可能性がある。
 一方，顧客のゴールそのものが完全に一貫し
て生涯不変であると考えるのも不自然であり，
経験や加齢による緩やかなゴールの変化は自然
な仮定である。そして，この顧客のゴールが外
的刺激により可変なものなら，むしろその性質
を積極的に利用し，「短期的・具体的ゴール」
から「長期的・抽象的ゴール」へと顧客ゴール
そのものを変容させ，既存顧客の長期維持・拡
大および価値共創活動の維持・促進に役立てる
ような「顧客ゴール育成シナリオ」を考えるこ
ともできる。
 本論文では，価値共創におけるゴール変容に
焦点をあてる。その上で，さらに，個人差の1
つである文化的特性差の顧客ゴールへの影響を
取り上げる。これは，サービスグローバリゼー
ションの際の課題となる文化障壁の原因が，個
人の文化的特性差により起こるのではないかと
考えたからである。文化的特性差の顧客ゴール
への影響を定量化することで，海外へのサービ
ス展開の際に起こり得る事象を説明する。

具体的な文化的特性差としては，Nisbett et
al.（2001）によって検証された「分析的思考」
と「包括的思考」という二つの対照的な思考形
式を取り上げる。一般に，西洋文化圏に属する
個人は分析的な思考形式が支配的で，文脈から
対象を分離して中心的な対象の属性に注目する
傾向があるのに対し，東アジア文化圏に属する
個人は，包括的な思考形式が支配的で，文脈や



48

Japan Marketing Academy

マーケティングジャーナル Vol.33 No.3（2014）
http://www.j-mac.or.jp

論文

全体の中での対象の位置づけや関係性に注目
する傾向があるとされる（Nisbett et al.,2001；
Choi et al.,2003, 2007）。マーケティング分野で
は，分析的思考形式と包括的思考形式のどちら
が支配的かについての個人差が，ブランド拡張
の評価（Monga and John, 2007）やブランド
の悪い評判から受ける影響（Monga and John, 
2008）に差異をもたらすことが明らかにされて
おり，それによって顧客ゴールが説明できる可
能性が高いと考えられる。
 なお，本研究では，価値共創の先進企業とし
て世界的教育サービス企業である公文教育研究
会を研究対象企業とした。1958年に設立され
た公文教育研究会は，2013年3月現在，世界48
の国・地域に展開し，日本16,600教室，学習者
数147万人，海外8,400教室，学習者数286万人
を数えるグローバル企業となっている。公文
教育研究会の創始者の公文公は1970年代には，

「やまびこ」という指導者向け機関誌内で，学
習者と実質的な顧客である保護者（家庭）と
の密接な関係作りを行うことを推奨しており，
1976年31号では，親との話し合いを持つこと
で退会を少なくすることができ，入会者も多く
なり，また今後の指導にも役立てることが出来
るといった点が記されており，顧客の離反を防
ぐだけでなく，指導者自身の変化（成長）が期
待できることが示唆されている。そして，1977
年37号では，具体的な方法として，懇談会（井
戸端会議）で親と交際し情報を持てば多数の親
子の相談に応じることができ，自分の値打ちが
上がるといった記載もある。これらは，創始者
自らが顧客（家庭）と企業（指導者）の価値共
創を推進した記録といえ，公文教育研究会が
50年以上にわたる長い歴史を持って価値共創

に取り組んでいることを示している。また，設
立当初には「比較的短期間で成績を上げる」と
いった「短期的・具体的ゴール」を効用に掲げ
ていたが，1970年代後半には「創造性を高め
る」，1980年代半ばには，「自信と余裕を育てる」

「可能性の追求」，1990年代には，「人格教育」
「子供たちの幸せ」など，「長期的・抽象的ゴー
ル」を効用として掲げている（公文公，1996；
2008）。これらは，公文教育研究会自体も顧客
に提示するゴールを変化させ，適応していった
ことを示している。
 本論文では，こうした学術的・事例的背景に
基づき，公文教育研究会を対象とした4つの研
究を通して，以上で述べた顧客ゴール，特に「短
期的・具体的ゴール」と「長期的・抽象的ゴール」
という2つのタイプのゴールの動的変容の把握
を行うとともに，分析的-包括的思考形式とい
う個人の文化的差異の影響を明らかにする。こ
れにより，サービスグローバリゼーションにお
ける課題を指摘しながら，「顧客ゴール育成シ
ナリオ」の提供の可能性について検討，報告す
る。

Ⅱ. 研究1. 顧客ゴールの同定
（測定モデルの構築）

1．目的
本節では，教育サービスにおける実質的な顧

客である保護者のゴールの構造と，本論文で取
り上げる顧客ゴールを定義することを目的に，
まず，顧客の動議付け（Motivation）とゴール

（Goal）の先行研究を概観・整理する。その上で，
価値共創の先進企業である公文教育研究会の協
力により，都内3か所の教室で保護者向け調査
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を実施し，得られたデータに基づき，教育サー
ビスにおける顧客ゴール要因の測定モデルを作
成した。

2．先行研究
  ダ イ ナ ミ ッ ク に 変 化 す る 動 機 付 け に は

「 ① 結 果 志 向 の 動 機 付 け（outcome-focused 
motivation）」 と「 ② 手 段 志 向 の 動 機 付 け

（process-focused motivation）」の大きく2つが
あるとされる。「①結果志向の動機付け」は，
望ましい状態としての目標の達成そのものに
消費者が動機付けされるものである（Breham 
and Self 1989; Locke and Latham 1990）。それ
に対し，「②手段志向の動機付け」は，望まし
い状態としての目標を達成するのに「ふさわ
しい方法」をとりたいという願望によって動
機付けられるものを指す（Higgins, et al. 2003; 
Toure-Tillery and Fishbach 2011）。
 他方，顧客のゴールについての研究では，
1990 年代になって，動機付けを認知的表象
として捉える見方が提案された。これらは
Kruglanski et al.（2002）により目標系理論（goal 
systemic theory）としてまとめられ，発展的
研究もある（Kruglanski et al.2002; Fishbach 
and Ferguson 2007; Kruglanski and Kopetz 
2009）。この理論では，ゴール・目標（Goal）
と手段（Mean）の連なりを仮定する。Kopetz 
et al.（2011）は，消費者行動における目標の
変容に適用することで目標関連的な消費者行動
の知見をより包括的に捉え，これにより，ブラ
ンド･ロイヤルティや習慣的な購買行動といっ
た現象にみられる消費者の選好や選択の安定性
や一貫性と，バラエティ ･シーキング，衝動購
買，考慮集合の変化といった現象にみられる不

安定性を，目標と手段による相互関連的な動機
付けのネットワークで説明しようとした。この
理論では，1つの手段（Mean）が複数のゴー
ル・目標（Goal）と関連づけられる場合を想定
しており，多結果性（multifinality）の特徴を
持つ。先にあげた動議付けの研究分野において
も，多目的追求（Multiple goals pursuit）につ
いてToure-Tillery and Fishbach （2011）が言
及しており，「多目的性」がキー概念となる。
 研究1ではこれらの先行研究に則り，先に紹
介した「①結果志向の動議付け」を認知的シス
テムとしての目標系理論の構造を仮定した上
で，顧客のサービスの購入・継続に関係する
Goalに「短期的・具体的ゴール」と「長期的・
抽象的ゴール」の2つが同時に存在する多目的
構造の仮説モデルを立てた。

3．方法
（1）調査方法

調査対象者は，高校生以下の子供を協力教室
である都内3か所の公文式教室に通わせる保護
者とし，2012年5月7日から18日までの期間に
教室に通った全ての学習者に，教室指導者を通
して質問紙調査票を配布した。回答済み調査票
は指導者が確認できないように厳封して提出す
るように依頼し，教室指導者を通して228の調
査票を回収した 2）。

（2）分析方法
分析には，全無回答票と受講科目等基本情報

の欠損票を削除した199票のデータを利用し，
最尤法，プロマックス斜交回転（κ＝４）に
よる探索的因子分析を行った。探索的因子分析
の因子負荷量と因子別に求めたクロンバック
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の信頼性係数αの値を見合わせながら変数選
択を行って，最終解を得た。なお，分析には
IBM SPSS Statistics（Ver. 19.0）を用いた。

4．結果
 最終的に表−1に示す8設問2因子構造を得た。
2因子までの初期解の累積寄与率は60.0%。図−
1に探索的因子分析のスクリープロットを示す。

クロンバックの信頼性係数αも Nunnally
（1978）の提唱基準0.7以上の値で尺度の安定性

を示していた。
 得られた2因子には，仮説に伴いそれぞれ「F1
短期的・具体的ゴール」，「F2長期的・抽象的
ゴール」と名付けた。この2因子間の相関は0.207
であった。結果より，表−1のV1 ～ V4を「F1
短期的・具体的ゴール」の測定指標，V5 ～ V8
を「F2長期的・抽象的なール」の測定指標と
する確証的2因子モデルを，次節（研究2）以
降利用することとした。

表 —— 1　研究１探索的因子分析の因子負荷量とクロンバックの信頼性係数α

図 —— 1　探索的因子分析のスクリープロット
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Ⅲ. 研究2. 国内縦断調査による
顧客ゴールの動的変容の把握

1．目的
研究2の第一の目的は，「F1短期的・具体的

なゴール」と「F2長期的・抽象的なゴール」
という二つの顧客ゴールが継時的に変化する
か，または安定的で変化しないかを検証するこ
とである。研究1に示した調査から5か月後に
同一内容の第二回調査を再度行うことによっ
て，顧客ゴールの構造の継時的な動的変容を定
量化し，これを示す。
 研究2の第二の目的は，「F1短期的・具体的
ゴール」と「F2長期的・抽象的ゴール」のレ
ベルに，対象者の個人属性としての文化要因の
1つである「分析的−包括的思考形式」の特性
差が関係するのかどうか，また，もし関係する
ならば，どの程度関係するのかを定量化するこ
とである。
 そして，研究2の第三の目的は，個人の文化
的特性差である「分析的−包括的思考形式」が，
前述2つの顧客ゴールの構造の継時的な動的変
容に影響するかどうかを検証することである。

2．方法
（1）調査方法

前節の研究1の調査参加者のうち有効な回答
を得ることができた199名に対し，5か月後に
再度，同一内容の調査を依頼した。調査期間は，
2012年10月8日から19日で，期間中教室に通っ
た対象者に，教室指導者を通して質問紙調査票
を配布した。調査票の中身は，指導者が確認で
きないように厳封して提出するように依頼し，
教室指導者を通して回収した。無回答票や2回
の調査回答者が一致しないもの等を除き，最終
的に131の有効回答を得ることが出来た。  
 「分析的−包括的思考形式」因子についての
測定項目はChoi et al.（2007）が使用した尺度
より選定した4変数である。表−2にクロンバッ
クの信頼性係数αとともに示す。

（2）分析方法
研究1で収集した第一回調査と，新たに収集

した第二回調査を連結したデータを分析した。
第一回調査データは199ケースで，うち68票を
第二回目調査が無回答だった等のために欠損票
とした。
 分析のフレームワークを図−2に，仮説モデ
ルを図−3に示す 4）。

表 —— 2　「分析的-包括的思考形式」因子の観測変数３）
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 前節で検証した「F1短期的・具体的ゴール」
と「F2長期的・抽象的ゴール」の検証的2因

子にはそれぞれ第一回目因子と第二回目因子が
あった。この2因子×2時点の4因子で継時的

図 —— 2　分析のフレームワーク

図 —— 3　研究２仮説モデル（平均構造のある縦断的構造方程式モデル）
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な動的変化を定量化した。さらに，このゴール
因子群4因子を従属因子とする独立因子「分析
的−包括的思考形式」因子からのパスを検討
した。なお，分析にはIBM SPSS Amos（Ver. 
19.0）を用い，最尤法で推定を行った。

3．結果
 図−3 の仮説モデルを用いて検証的な構造
方程式モデリングによる分析を行ったとこ

ろ，複数の適合度指標からみて，総合的にモ
デルは受容可能であった（χ 2 値＝ 339.595，
df=172, p値=0.000, CFI=0.843, RMSEA=0.087, 
AIC=455.5754）5））。
 構造方程式部分を図−4，図−5に示す。また，
誤差間関係の推定値を表−3に，測定方程式の
推定値を表−4に示す。
 図−4，図−5が示す通り，「短期的・具体的ゴー
ル」，「長期的・抽象的ゴール」ともに，第一回

図 —— 4　研究２標準化推定値

図 —— 5　研究２非標準化推定値
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目因子から第二回目因子へのパスは高度に有意
で，パス係数も大きく，対象者のゴールは5か
月間，頑健に保持されていることがわかる。他
方，「短期的・具体的ゴール」から「長期的・
抽象的ゴール」，「長期的・抽象的ゴール」から

「短期的・具体的ゴール」へのパスはいずれも5％
有意ではない。しかし，「短期的・具体的ゴール」
と「長期的・抽象的ゴール」の程度は，第二回

目の誤差間相関が高度に有意で相関0.545であ
り，2つのゴールの間に共変関係があることを
示している。つまり，どちらかのゴールが高い，
または低い場合，他方も同じように高い，また
は低い傾向があると言える。
 「分析的−包括的思考形式」は，第一回目の「長
期的・抽象的ゴール」へのパスが5％で有意で
あることが示されており，包括的な思考形式の

表 ——4　研究２測定方程式の推定値

表 —— 3　研究２誤差間関係の推定値
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傾向が強い人ほど，長期的・抽象的ゴールを持
ち，逆に分析的な思考形式の傾向が強い人ほど，
長期的・抽象的ゴールを持たないことがわかる。
 表−3の誤差間相関を見ると，複数の誤差間
のパスが有意であることから，各観測変数に特
有の独自要因も安定的に測定されていることを
示しており，今回の二度の調査の安定性が示さ
れたと言える。また表−4の各因子負荷量の値は，
標準化係数でいずれも0.4を超えており，因子
の測定指標として適していることが示されてい
る。

Ⅳ. 研究3. 国内横断調査による
顧客ゴールの動的変容の把握

1．目的
前節の研究2では，5か月という短期では，

顧客ゴールが大きく変化しないことが示され，
その安定性から，顧客のターゲティングに顧客
ゴールを利用することの有効性が示唆された。
つまり，長期的・抽象的ゴールを持つ顧客に狙
いを絞ってマーケティングを行えば，サービス
を長期的に継続利用してもらう可能性を高める
ことになる。
 一方で，5か月以上の数年にわたる継続を通
して，顧客がより長期的な顧客ゴールを志向す
るようになるのであれば，既存顧客の長期維持・
拡大には好都合でもある。価値共創活動の維持・
促進に役立てる「顧客ゴール育成シナリオ」に
よる顧客育成も視野に入れることもできる。
 そこで，本節では，国内縦断調査を実施して，
継続年数の違いによる顧客ゴールの差異を明ら
かにする。

2．方法
（1）調査方法

調査対象者は，本研究の協力教室である国
内22か所（兵庫７，京都８，愛知６，岐阜１）
の公文式教室に高校生以下の子供を通わせる保
護者とした。2012年9月27日から11月15日の
期間に教室に通った全ての学習者に，教室指導
者を通して質問紙調査票を配布した。回答済み
調査票を指導者が閲覧できないように厳封して
提出するように依頼し，指導者を通して12月6
日までに1340票を回収した。

（2）分析方法
分析には，全無回答票と受講科目等基本情報

の欠損票を削除した1181票のデータを利用し，
まず，予備解析として最尤法，プロマックス斜
交回転（κ＝４）による探索的因子分析を行っ
た。次に，解析1として，図−6に示す仮説モデ
ル1に沿って，「分析的−包括的思考形式」の
顧客ゴールへの影響を定量化した。
 その後，解析2として，継続期間による因子
の平均構造の差異を定量化するため，調査日時
点で6歳から12歳の学習者の保護者のうち，学
習者の継続年数が，「1年（12か月）以下」213名，

「3年目（36～47か月）」137名，「5年目（60か
月）以上」234名の3グループ，計584名分のデー
タを抽出し，図−7に示す仮説モデル2に沿って，
平均構造のある多母集団同時因子分析モデルに
より比較検討した6）。
 さらに，解析3として，解析2より厳密に年
齢による効果を除いた継続期間による差異と，
開始年齢の差異を定量化するため，解析2と同
様，図−7に示す仮説モデル2に沿って，調査日
時点で9歳の学習者（小学校4年生相当）の保



56

Japan Marketing Academy

マーケティングジャーナル Vol.33 No.3（2014）
http://www.j-mac.or.jp

論文

護者のうち，学習者の継続年数が「1年（12か
月）以下」31名，「3年目（36～47か月）」34名，

「5年目（60か月）以上」35名の3グループと，

調査日時点で7歳（小学校2年生相当）で継続
年数が「1年（12か月）以下」45名，5歳（就
学前児童）で継続年数が「1年（12か月）以下」

図 —— 7　研究３仮説モデル２（平均構造のある多母集団検証的因子分析モデル）

図 —— 6　研究３仮説モデル１
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32名の2グループの，全5グループ，177名分デー
タの因子平均構造を比較した 6）。

なお，分析には IBM SPSS Statistics（Ver.
19.0）およびAmos（Ver. 19.0）を用い，最尤
法で推定を行った。

3．結果
（1）予備解析結果

探索的因子分析の結果，第3因子までの初期
解の累積寄与率は63.7%で，表−5にあるように，
結果は前節までの分析結果を支持し，安定的に
3因子構造が測定できることが確認できた。ま
た，各因子の尺度安定性もクロンバックの信頼
性係数αより確認できた。
 ゴール2因子間の相関は0.409，「分析的−包
括的思考形式」と「F1短期的・具体的ゴール」
の相関は 0.053，「F2 長期的・抽象的ゴール」
との相関は0.139であった。

（2）  解析1結果～分析的−包括的思考形式の顧
客ゴールへの影響

 図−6の研究3仮説モデル1を用いて検証的
な構造方程式モデリングで分析を行ったとこ
ろ，複数の適合度指標からみて，総合的にモ
デルは受容可能であった（χ 2 値＝ 339.595，
df=172, p値=0.000, CFI=0.843, RMSEA=0.087, 
AIC=455.575）。
 構造方程式部分を図−8，図−9に示した。ま
た，測定方程式の推定値を表−6に示した。図−8，
図−9を見ると，「分析的−包括的思考形式」は，

「F2長期的・抽象的ゴール」へのパスが強度に
有意であることが示されており，包括的思考形
式の傾向が強い人ほど，長期的・抽象的ゴール
を持ち，逆に分析的思考形式の傾向が強い人ほ
ど，長期的・抽象的ゴールを持たないことがわ
かる。これは，研究2で得られた結果と同じで

表 —— 5　研究３探索的因子分析の因子負荷量とクロンバックの信頼性係数α
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あり，対象者を拡大した研究3でも同じ結果が
出たことから，「分析的−包括的思考形式」と
顧客の持つ「長期的・抽象的ゴール」を志向す
る程度には関係性があることが安定的に見いだ
せたと言える。これを先行研究に照らし合わせ
ると，思考形式という文化的特性差によって世
界各国の顧客の顧客ゴールにシステマティック
な差異がある可能性が指摘できる。
 表−6の各因子負荷量の値を見ると，標準化
係数でいずれも0.4を超えており，各因子の測

定指標として各観測変数が適していることが示
されており，今回の3因子構造が安定であると
いえる。

（3）  解析2結果～継続年数と分析的−包括的思
考形式，顧客ゴールの関係

 図−7の研究3仮説モデル2を用いて平均構
造のある多母集団検証的因子分析を行ったと
ころ，複数の適合度指標からみて，総合的に
モデルは受容可能であった（χ2 値＝621.520，

図 —— 8　研究３解析１標準化推定値 図 —— 9　研究３解析１非標準化推定値

表 ——6　研究３解析１　測定方程式の推定値
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df=213, p値=0.000, CFI=0.858, RMSEA=0.057, 
AIC＝735.5206）7））。
 表−7に因子平均と因子分散，表−8に因子間
関係，表−9に測定方程式の推定値を示した。
まず，表−7を見ると，継続年数が3年目（36
～47か月），5年（60か月）以上の2つのグルー
プで，「F2長期的・抽象的ゴール」の平均値が，
1年目（12か月）以下のグループより5％有意
で高い。「F1短期的・具体的ゴール」の平均値
も，5年（60か月）以上のグループで，1年目

（12か月）以下のグループに対し10％有意傾向
で高い。つまり，継続年数が長いグループの方
が短いグループと比べて，2つのゴールともに

値が高いことがわかる。他方，「分析的−包括
的思考形式」については，継続年数の違う3つ
のグループの平均に差異が無かった。因子分散
については，継続年数が3年目（36～47か月），
5年（60か月）以上のグループになると，どの
因子も分散は小さくなる傾向が読み取れた。時
間経過に伴うゴール変容の方向性が定まってい
ることから，継続年数が長くなると対象者の個
人差が縮小する傾向にあることがわかる。
 表−8の因子間関係を見ると，3つのグル―プ
に有意差はなく，「F1短期的・具体的ゴール」
と「F2長期的・抽象的ゴール」の間にのみ，
中程度の相関がある。つまり，いずれかのゴー

表 ——7　研究３解析２　因子平均と因子分散の推定値

表 ——8　研究３解析２　因子間関係の推定値
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ルの値が高い人は，他方のゴールも高く，いず
れかが低い場合には，他方のゴールも低いとい
う関係がある。しかし，「分析的−包括的思考
形式」と2つのゴール因子の関係はほぼ無相関
で，これは3つのグループで共通であった。

（4）  解析3結果～継続年数および通塾開始年齢
と，分析的−包括的思考形式，顧客ゴール
の関係

 図−7の研究3仮説モデル2を用いて平均構
造のある多母集団検証的因子分析を行ったと
ころ，複数の適合度指標からみて，総合的に
モデルは受容可能であった（χ2 値＝646.477，
df=375, p値=0.000, CFI=0.759, RMSEA=0.065,
AIC=796.4778））。
 表−10に因子平均と因子分散，表−11に因子
間関係，表−12に測定方程式の推定値を示した。
 表−10を見ると，同じ9歳の学習者を通わせ
ている保護者でも，継続年数が5年（60か月）
以上のグループで，「F1短期的・具体的ゴール」

「F2長期的・抽象的ゴール」の両方のゴールの

因子平均値が，1年目（12か月）以下のグルー
プより高く（有意傾向p<0.10），目的意識が強
い。同じ1年目（12か月）以下でも，6歳～ 7
歳に開始したグループの保護者は，9歳のグルー
プに比べ，「F1短期的・具体的ゴール」の因子
平均が高く（有意傾向p<0.10），より強い目的
を持っていることがわかる。他方，「分析的−
包括的思考形式」は，全てのグループの平均に
有意な差が無かった。因子分散については，同
じ9歳の学習者を通わせている1年目（12か月）
以下の保護者グループに比べ，継続年数が5年

（60か月）以上の保護者グループで，「F1短期的・
具体的ゴール」は1％有意で小さく，継続年数
が3年目（36～47か月）の保護者グループの「分
析的−包括的思考形式」も，因子分散が1％有
意で小さい。これら因子分散を見ると，統計的
に有意に分散が大きい因子はない。つまり，継
続が長くなると，総じて対象者のばらつきは小
さくなる傾向があることが推察された。開始年
齢が早期である「7歳1年目（12か月）以下」「5
歳1年目（12か月）以下」では，因子分散に差

表 ——9　研究３解析２　測定方程式の推定値
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異には無かった。
 表−11の因子間関係を見ると，「9歳1年目（12
か月）以下」グループのみ，いずれの因子間に
も有意差はなく，他のグループは「F1短期的・
具体的ゴール」と「F2長期的・抽象的ゴール」
の間に中程度の相関がある。傾向としては，同
じ年齢なら継続年数が長く，開始年齢が早期で

あるほど相関が高い傾向がみられ，いずれかの
ゴールの値が高い人は，他方のゴールも高く，
いずれかが低い場合には，他方のゴールも低い
という関係が明確となることがわかる。
 「分析的−包括的思考形式」と2つのゴール
因子の関係はほぼ無相関である点は，解析2と
一致しているが，解析1で関係性のあった「分

表 ——10　研究３解析３　因子平均と因子分散の推定値

表 ——11　研究３解析３　因子間関係の推定値
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析的−包括的思考形式」と「F1短期的・具体
的ゴール」の関係が無相関であることは研究2
の結果と一致しない。これは，対象者の選定の
際に細かなクラス分けを行ったため，グループ
内の回答値のバラつき（分散）が小さくなり，
層別分析を実施しているのと同等の多母集団同
時分析では変数間関係が見いだしにくくなった
ためと考えられる。

4．研究3まとめ
 研究3をまとめると，以下の5点が見出せた
と言える。
a.  継続年数が長いグループは，「F1短期的・具

体的ゴール」と「F2長期的・抽象的ゴール」
の因子平均は高くなる傾向があり，特に「F2
長期的・抽象的ゴール」は差異がある。因子
分散は継続年数が長くなると小さくなり一致
度は高まる可能性が示唆された。

b.  同じ1年目（12か月）以下でも，6歳～ 7歳
に開始したグループの保護者は，9歳のグルー
プに比べ，「F1短期的・具体的ゴール」の因

子平均が高い傾向が見受けられたが，「5歳1
年目（12か月）以下」では，6歳～ 7歳に開
始したグループと因子平均に差異が無く，開
始時期別に顧客の受講目的が異なる可能性が
示唆された。

c.  「分析的−包括的思考形式」は，対象者の継
続年数の長さと関係せず，因子平均は一定を
保ち変化しないが，継続年数が長い群は分散
が小さくなり，継続の長いほど対象者の一致
度が高まる可能性が示唆された。

d.  「分析的−包括的思考形式」は「F2長期的・
抽象的ゴール」に関係し，包括的思考形式で
あるほど長期的・抽象的ゴールを志向する。

e.  全対象者でみると「F1短期的・具体的ゴール」
と「F2長期的・抽象的ゴール」の間には中程
度の関係性があり，いずれかのゴールの値が
高い人は，他方のゴールも高く，いずれかが
低い場合には，他方のゴールも低いという関
係がある。同じ年齢なら継続年数が長く，開
始年齢が早期であるほど相関が高く，目的意
識が強い傾向がみられる。

表 ——12　研究３解析３　測定方程式の推定値
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 横断研究であるので，長期継続し残った対象
者のみが顧客として維持されていることも結果
に一部影響している可能性もあるが，上記の
a.とb.からは，継続の長いものほど「長期的・
抽象的ゴール」を志向する傾向が高いが，早期
開始者がもともと「長期的・抽象的ゴール」を
持っていたわけではなく，逆に早期開始者は，

「短期的・具体的ゴール」を志向していること
が示されている点は興味深い。継続による効果
として「長期的・抽象的ゴール」志向に変化し
た可能性を指摘できる。上記c.とd.からは，対
象者の文化的特性値である「分析的−包括的思
考形式」の平均は集団間で安定しており，大き
く変化しないことが示された。他方，「分析的
−包括的思考形式」によって，魅力を感じる提
示ゴールに違いがある可能性が示唆されること
から，ターゲットの特徴に合わせたゴールの提
示が有効ではないかと考えられる。

Ⅴ. 研究　4. エキスパート・インタビュー

1．目的
本節の目的は，①学習者である子供，②実質

的な顧客である保護者，そして③指導者の三者
の価値構造の動的な変化を，エキスパート・イ
ンタビューを通じて，定性的に把握することで
ある。企業内に顧客の動的なゴール変容に対し
て経験に基づく暗黙知が存在し，共有されてい
るのかを明らかにし，もし存在するのであれば，
それを形式知として整理することを試みる。

2．方法
 本論文の冒頭で述べたように，公文教育研究
会では顧客へのゴール提示は，「短期間で成績

を上げる」といった「短期的・具体的ゴール」
だけでなく，「自信と余裕を育てる」「可能性の
追求」「人格教育」といった「長期的・抽象的ゴー
ル」が共有されている。そこで，本研究では，
実際の学習者や学習者の保護者の変化として，
ゴールの動的な変化を実感，理解しているかに
焦点をあて，対面式面接インタビューを行った。
 顧客が，①多様な教育サービスの中にある「公
文」を「どのような動機」から始めるのか，②

「公文」を始めた後，継続する過程において「動
機」は同じであり続けるのか，それとも変容す
るか。③変容する場合には，どのように変容す
るかを，指導者がどのように認知しているかを
聞き取った。
 収集した発話情報は対象者別に整理し，①学
習者である子供，②保護者，そして③指導者の
動的な変容についてネットワーク図にまとめ
た。

インタビューは，Kelly（1955）のパーソナ
ルコンストラクト理論に基づき，共通点と相違
点を抽出することで，対象者の認知構造を探る
方針を立てた。実施日時等の実施概要は表−13
に，対面インタビューでの予定質問項目を表−
14に示した。

3．結果
 対面インタビューの結果，企業側のエキス
パートは，①学習者である子供の変化について，

「勉強ができるようになるまで（学年相当まで）」
と「勉強ができるようになってから（学年を越
えてから）」という前期・後期の2つの段階で，
変化を捉えていることがわかった。図−10およ
び図−11に例を示す。②保護者の変化について
は，図−12に示す。
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 特に，①学習者である子供の変化については，
調査対象者らが「理想」と「現実」といった言
葉で理解し，最終教材まで継続した場合やいく
つかの理想的な学習者のモデルケースを想定し
ていること，また，それを通して，学習者の変
化を「自社サービス（公文）とは何か」を理解
する手掛かりとしており，これを「学習者レベ
ル（進度と継続段階）に合わせた提供価値変容」
として社内共有し，実現化のための取り組みを
していることもわかった。
 こういった「学習者レベルに合わせる」とい
う言葉で提供価値を顧客に合わせて変化適応さ
せる努力は，サービスの提供価値の変更への取
り組みであり，サービス品質の管理に焦点があ

てられた現場活動といえる。一方で，それを顧
客の自然な気づきに任せている部分が大きいこ
とも把握できた。提供価値の変更を積極的に
行っていることを顧客に伝え，顧客と関係性構
築していく活動そのものが今後さらなる顧客の
使用価値を生み出す可能性がある。
 顧客へのゴール明示や顧客ゴールを積極的に
変容させるための取り組み方法は，今のところ
主に各指導者に任されていることが聞き取り調
査からわかった。さらに，具体的な顧客へのゴー
ル明示の方法や顧客ゴール変容の促し方は，暗
黙知（Nonaka and Takeuchi, 1995）として指
導者個々人に蓄積されており，顧客一人ひとり
のレベルに合わせた「顧客ゴール育成シナリオ」

表 ——13エキスパート・インタビュー実施概要

1 1 3

1 1 3

表 ——14　質問項目
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図 ——10　学習者（子供）の変容　前期モデル例

図 ——11　学習者（子供）の変容　後期モデル例
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として表出化し，形式知として整理していくこ
とが可能な段階であることも，聞き取り内容か
ら推察された。
 具体的には，入会時の各顧客がそれぞれ持つ
ゴールを明確に把握するための共通アンケート
や，継続中顧客のゴールの把握のための会話の
進め方や顧客段階の整理ツール，そして企業側
が提供している提供価値の提示と顧客ゴールと
のマッチング判定，顧客ゴール変容を促すため
のモデルケースの提示，将来的目標の提示図な
どをセットとした「顧客ゴール育成ツール」を
作成することが可能な段階にあると思われた。
 顧客への提供価値を変えている点を学習者や
実質的顧客である保護者に明示した上で，顧客

ゴールを積極的に変容させる手段を「顧客ゴー
ル育成シナリオ」として持ち，それらを戦略的
に顧客維持・拡大に役立てることも可能であろ
う。

③指導者の変化については，10年以上にお
よぶ長期の変化であり，対象者自身も，各自の
経験を通した変化を客体化して言語化するのが
難しいことがわかった。また，年齢よりも継続
期間が長い学習者と短い学習者との目的および
その達成状況の差異が大きいと感じるという発
言もあった。

図 ——12　保護者の変容モデル例
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Ⅵ. まとめ

 顧客によるサービスの反復的・継続的な購買
と使用，その間の企業と顧客の接触によって価
値共創を行っていくため，また，直接的な収益
を維持・拡大するために，既存顧客を長期的に
維持・拡大していくことは，多くの企業が直面
している重要な戦略課題である。
 人々が行う多様な消費行動の背景には，それ
ぞれ異なる認知的なゴール・目標があるとされ
るが（Kopetz et.al, 2011），本論文では，「短期
的・具体的ゴール」と「長期的・抽象的なゴール」
という，近年の先行研究に則った多目的構造を
仮定し，その上で，これらが5か月という短期
でどの程度安定であり，また数年という中長期
で動的に変容するかを，国内の縦断調査（研究
2）と横断調査（研究3）で明らかにした。

その結果，5か月程度の短期では大きく顧客
ゴールが変化しないことが縦断調査（研究2）
で示され，他方，数年単位の中長期の継続によ
り「短期的・具体的ゴール」と「長期的・抽象
的ゴール」がそれぞれ変化し，より「長期的・
抽象的ゴール」を志向する可能性があること，
そして，目的志向性は強くなる傾向があること
が，横断調査（研究3）でおよそ示された。
 研究4のエキスパート・インタビューでは，
企業，指導者側が学習者や保護者の変化を通し
て，「学習者レベル（継続段階）に合わせた提
供価値変容」として社内共有，実現化のための
取り組みをしていることがわかり，目標変容を
促す取り組みを行っている指導者がいることが
確認できた。実際に，顧客である保護者と指導
者の価値共創行動，顧客ゴール変容を導く活動

によって，研究3で観測された長期の顧客ゴー
ル変容が生じている可能性も十分考えられた。

公文公教育研究所編『公文式がわかる』では，
スモールステップの教材により「自分の力でで
きる」ことから「自分から（学習に）意欲的に
取り組める」ようになり，将来的には「自分で
人生を切り拓ける子にする」という公文式で育
まれる力についての解説がある。これは，顧客
に対して「長期的・抽象的ゴール」を提示して
いることに他ならない。
 今後は，ゴールの提示だけに留まらず，より
積極的に顧客ゴールを変容させる複数の仕掛け
として「顧客ゴール育成シナリオ」を作成し，
指導者内に蓄積された暗黙知を表出化し，形式
知として整理・共有していくことが価値共創の
促進と顧客の維持・拡大にとって重要だと思わ
れる。
 本研究ではさらにこれらに加え，個人差の
生じる要因として文化的特性差の一つとして
Nisbett et al.（2001）によって検証された「分
析的思考」と「包括的思考」という二つの対照
的な思考形式を取り上げ，「短期的・具体的ゴー
ル」と「長期的・抽象的ゴール」への影響を検
討した。その結果，日本国内という東アジア文
化圏内の調査であるにも関わらず，思考形式に
よる顧客ゴールの差異が確認され，包括的思考
形式の傾向が強いほど「長期的・抽象的ゴール」
を持ちやすいということが研究2および研究3
の解析1で示された。
 この結果は，対象者の文化特性に合わせた
ターゲティングの有効性を示唆するだけではな
い。一般に，包括的な思考形式が支配的な東ア
ジア文化圏に属する消費者は長期的・抽象的
ゴールを志向する程度が高く，分析的な思考形



68

Japan Marketing Academy

マーケティングジャーナル Vol.33 No.3（2014）
http://www.j-mac.or.jp

論文

式が支配的な欧米文化圏に属する消費者は短期
的・具体的ゴールを志向する程度が高いという
仮説が考えられ，文化支配的な思考形式から，
世界各国の消費者の顧客ゴールに差異があるこ
とが示唆される。このことから，サービスグロー
バリゼーションの際に課題となる文化障壁の問
題は，顧客ゴールの設定，提示のミスマッチが
原因とも考えられる。海外へのサービス展開の
際には，同一企業が提示可能な複数の顧客ゴー
ルの中から，顧客の文化特性に合わせて柔軟に
提示ゴールを変容させていくことを検討するべ
きであろう。

Ⅶ. 今後の方向性

 今後の方向性として，研究2の縦断調査の規
模を研究3の規模（数千名レベル）まで拡大し，
顧客価値の安定性と変化を，顧客属性別により
詳細に検討することが望まれる。規模を拡大し
て過去二回の調査では対象とならなかった離反
顧客の分析も実施し，縦断調査のセレクション
バイアスを避けたより精度の高い研究を計画中
である。また，日本国内での比較研究である本
論文でも文化的特性差の顧客ゴールへの影響が
明示されたことから，国内外のデータを使って
国際比較調査を行うことを今後の課題とした
い。
 ただし，本論文で報告した一連の研究は，価
値共創の先進企業として取り上げた公文教育研
究会顧客を対象とした調査であるため，その一
般化には限界がある。今後，より広く教育サー
ビスの利用者を対象とした調査・研究が必要で
ある。
 内容的な側面からは，Kopetz et al.（2011）

らの研究に沿って，ゴール構造に手段（Means）
を加え，目標系理論の認知的特性の1つであ
る構造的特性に注目した研究や配分的特性に
注目した研究を推進して行く。Wang C. and 
Mukhopadhyay A. （2012） ら は， 自 己 調 整

（Self-Regulation）に注目し，達成度合いによ
るゴールの補正，変更についての理論モデルを
提案しており，ゴール変容の仕組みついての研
究が今後，盛んになることが見込まれることか
ら，今後は，達成度，結果によるフィードバッ
ク補正としてのゴール変容の仕組みを実データ
でモデル化する試みも行う予定である9）。

注
1）価値共創プロセスモデルとして，Frow, Payne, and

Storbacka （2010）や Bolton and Saxena-lyer（2009）,
 Hoyer, Chandy, Dorotic, Kraffit, and Singh（2010）
などでは，複数時点での顧客との接点を仮定したプ
ロセスが示されている。

2）1 家族に複数の学習者がいる家庭については，長子
についての回答を得ている。

3）「分析的 - 包括的思考形式」は，第一回調査時の回答
を使用しており 199 票分のデータでクロンバックの
信 頼 性 係 数αを 算 出 し て い る（ 分 析 に は IBM 
SPSS Statistics（Ver.19.0）を使用）。

4）研究 2 の仮説モデルは，1 回目と 2 回目の同一観測
変数の因子負荷量は等値制約をおき，また，同一の
観測変数の誤差分散も等値制約をおいている。測定
不変を課していることで，1 回目と 2 回目の因子の
意味を同一と仮定することができる。（誤差の等分
散性の仮定を置かない場合には，χ2 値＝ 309.611，
df=164, p 値 =0.000, CFI=0.864, RMSEA=0.083,
AIC=441.611 である。）また，誤差には各観測変数
の独自変動が含まれるため，1 回目と 2 回目の同一
観測変数の誤差間には相関を仮定している。

5）研究 2 の仮説モデルは，サンプル数 131 ではあるが，
自由度（df）が 172 と大きいため，カイ 2 乗検定の
結果は p 値＝ 0.000 となり参考にできないが，カイ
2 乗値を自由度で除した値は，339.595÷172 ＝ 1.974
と 2 を下回るので，いわゆる親指ルールから見て受
容可能と判断した。また，CFI も一般的な適合基準
値である 0.9 を下回っているが，これも同じく自由
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度が大きいためであり，他方，自由度に影響を受け
ない RMSEA は一般的な適合基準値 0.1 以下である
ので，ここでも受容可能と判断した。

6）研究 3 の解析 2 および解析 3 で利用した平均構造の
ある多母集団同時分析では，因子の平均構造をわか
りやすく定量化するため，研究 3 の解析 1 で用いた
構造方程式モデル（SEM）ではなく，検証的因子分
析モデル（CFA）を利用した。この際，同一観測変
数の因子負荷量は等値制約をおき，また，同一の観
測変数の誤差分散も等値制約をおいている。この制
約で測定不変を課していることで，比較グループの
各因子の意味を同一と仮定することができる。

7）研究 3 の解析 2 で用いたデータ数は 584 票と 400 ケー
スを超えるため，p 値は参考にできない。ここでは，
主に，RMSEA の値を参考に受容可能と判断した。
なお，誤差の等分散性の仮定を置かない場合には，
χ 2 値 ＝ 590.436，df=189, p 値 =0.000, CFI=0.860,
RMSEA=0.060, AIC=752.436 と全体の適合は悪くな
る。

8）研究 3 の解析 3 で用いたデータはサンプル数 177 で
はあるが，自由度（df）が 375 と大きいため，カイ
2 乗検定の結果は p 値＝ 0.000 となり参考にできな
いが，カイ 2 乗値を自由度で除した値は，646.477÷
375 ＝ 1.724 と 2 を下回るので，いわゆる親指ルー
ルから見て受容可能と判断した。また，CFI も一般
的な適合基準値である 0.9 を下回っているが，これ
も同じく自由度が大きいためであり，他方，自由度
に影響を受けないRMSEAは一般的な適合基準値0.1
以下であるので，ここでも受容可能と判断した。な
お，誤差の等分散性の仮定を置かない場合には，χ2

値 ＝ 556.945，df=327, p 値 =0.000, CFI=0.796,
RMSEA=0.064, AIC=802.945 と，適合度があがる。

9）ただし，社会心理学で有名なホフステード（Hofstead, 
1980; 1983; 1997）の 40 カ国に渡る価値観調査も，
IBM 社員が対象となっていることからもわかるよう
に，研究の初期段階における各国比較調査実施は高
い困難が伴うことも付記しておく。
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